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11条 1項 1号の合憲性－」同志社法学 61巻 2号（2009）135
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　









X（原告）は，1962 年 10 月 15 日，千葉県松戸市で生
まれた．出生後，ダウン症との診断を受け，1990 年 6
頁，杉浦ひとみ「成年被後見人の選挙権回復訴訟－成年被後



























要約：公職選挙法 11 条 1 項 1 号は，「成年被後見人は選挙権を有しない」と定めている．同規定の合憲
性を争う訴訟の判決が平成 24 年 3 月 14 日に東京地方裁判所で下された．判決主文は，同規定が憲法 15
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社会福祉学部研究紀要　第17巻第１号
2
月 26 日，療育手帳等級 A（重度）の認定（当時 27 歳）







となり，申立人 Y が X の成年後見人となった．X は 20
歳になって以降，選挙権を行使してきたが，上記後見開
始の審判を受け成年被後見人となったことから，公職選
挙法 11 条 1 項 1 号の規定により，選挙権を失った．
そこで，X は 2011 年 2 月 1 日，東京地方裁判所に
対して，公職選挙法 11 条 1 項 1 号の規定が，憲法 15





「争点 1 ：本件の訴えは，裁判所法 3 条 1 項にい
う『法律上の争訟』に該当しない不適法なもので，却下
されるべきであるか否かについて．」
被告（国）は，公職選挙法 11 条 1 項 1 号が違憲無















ば，公職選挙法 11 条 1 項 1 号が違憲無効とされた場






















選挙権を制限することは，憲法 15 条 1 項及び 3 項，
43 条 1 項並びに 44 条但し書に違反するというべきで
ある．































































































めた公職選挙法 11 条 1 項 1 号は，選挙権に対する「や
むを得ない」制限であるということはできず，憲法 15













るにすぎない．平成 17 年大法廷判決は ･･･ まさに立法
府が選挙権を制限する際の立法裁量の限界を示したもの
にほかならない．

















（ 4）以上によれば，公職選挙法 11 条 1 項 1 号のうち，
成年後見人は選挙権を有しないとした部分は，憲法 15
条 1 項及び 3 項，43 条 1 項並びに 44 条但し書きに
違反するものであり，無効と言わざるを得ない．そして，














年 9月 14日	民集 59巻 7号 2087頁）




























































件を具備し，かつ 11 条 1 項所定のいずれの欠格事項に
も該当しないことという，積極要件及び消極要件の両者
を満たした場合に，初めて同法上の選挙権を付与する仕
組みを採用している」として，「 9 条 11 条一体論」を
展開し，公職選挙法が「創設的・授益的」な法律である
という論を展開する．















































































































いている．（薬事法事件	最大判昭和 50年 4月 30日民集 29巻































































20	2.5 人に 1人が 65歳以上，4人に 1人が 75歳以上になると推
計されている（国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来
推計人口（平成24年 1月推計）』）
7「成年被後見人選挙権回復訴訟判決」についての若干の考察　　　　　　
～東京地裁平成25年3月14日判決，平成23年（行ウ）第63号選挙権確認請求訴訟事件～
しなければ」，選挙権を行使するに足る能力を欠く者か
ら選挙権を剥奪することも「やむを得ない」手段 21 とし
て認められうる可能性 22 があるということを示している
点で，本判決は，将来を見据えた判決と評されるべきな
のかもしれない．
21	アメリカ合衆国では，2001年のDoe事件判決をベースにして
投票能力を審査するための「投票能力の有無を審査するテス
ト（Competency	Assessment	Tool	for	Voting（CAT-V））」
が開発されており，The	Doe	standards とも呼ばれている．
CAT-V は Appelbrum		Richard	Bonnie,J.D.		Jason	Karlwish	
M.D.	によって 2005 年にアルツハイマー患者の投票能力の
研究のために開発されたもので，3つの質問を行う．知事候
補 2名のうち，どちらを選ぶか，選択理由について述べさ
せるなどを 3段階のスケールで評価する．（PSYCHIATRIC	
NEWS		Vol.44	No.10	（May.15,2009）	p.8），（拙稿	前掲「アメリ
カ合衆国における『成年被後見人選挙権剥奪』の正当化理由
の変遷」5頁）
22	しかし，そのような時代を迎えても，「政治的判断能力のある
なしを国家が判断すべきではありません．そもそも，政治的
判断能力があるかないかは分明ならざる力であるからそれを
判断することは極めて困難であるだけでなく，権利を託され
る為政者がこれを決めることは民主主義に反することになり
ます．」という指摘を忘れてはならない．（前掲注 19	奥平意
見書 3頁）
